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不確実性下の意思決定においては、将来生起するシナリオを複数想定するシナリオ分析が標準的なモ

デルだ。地政学的リスクが高い現下の状況では、投資の意思決定において特に重要だろう。風雲急を告

げる地政学的リスクについて、一般的な情報を前提に、シナリオ分析の概要を示しておきたい。 

 

（１） シリア 

 元々トランプ政権は、オバマ前大統領時代のシリア政策とは一線を画し、IS 打倒を優先してアサド政

権の存続を容認する意向を示していた。にもかかわらず４月４日にアサド政権は、化学兵器で反体制派

を攻撃する暴挙に出た。現時点では本当にアサド政権がこの暴挙に出たのかどうか判然としない。いず

れにせよ考えられるのは、米国の北朝鮮攻撃が近いと見込んだロシアかイランあたりの勢力が背景とな

り、米国は中東と朝鮮半島の２面での戦争遂行が無理と見込んだ上での暴挙、と見るのが自然だろう。 

 しかし、これはトランプ政権にとって渡りに船のタイミングだった。内政に行き詰れば外に敵を作っ

て叩くのは政治の常道だ。トランプ政権は、オバマケアの改正法案が撤回に追い込まれ、最高裁判事人

事である種の強行採決を行ったため、経済関係の法案を実現する目途が立たなくなりつつあった。正に

そのタイミングで降って湧いたのがシリアでの化学兵器を使った反体制派向けの攻撃だった。トランプ

大統領が２日後に実施したミサイル駆逐艦から５分間でトマホーク 59 発という限定的攻撃は極めて高

く評価され、支持率は反転して上昇した。奇禍として利用したと言っても良いだろう。 

 問題はこの後だ。対アサド政権、対 IS、対クルド、更には対イラン政策やイスラエルのアメリカ大使

館のエルサレムへの移転問題など多くの中東関連の政策が煮詰まらない中、和平交渉を開始しなければ

ならない。しかも、まだ国務省の高官人事が承認されていないどころか指名さえされていない。また、

駐日大使を含め多くの駐外国大使が空席のままだ。もっと言えば、対ロシア政策も流動的だ。連邦議会

は４月 24 日頃まで休会に入っている。この状態でもし朝鮮半島で有事が発生すると、元々の中東と朝

鮮半島の２面での戦争遂行は無理と見込んだ勢力が蠢き始める可能性もある。ただ、ロシアにはその余

裕は無いだろう。いずれにせよ、後述する朝鮮半島でのシナリオ次第では、事態はどの方向にも大きく

動く可能性がある。 

ただ現実的には、外交交渉の矢面に立つ国務省や駐外国大使が不在の状況で事を大きく動かすのは無

理がある。アサド政権への攻撃が５分間と極めて限定的だったことの意味を勘案すれば、時間稼ぎ以外

の選択肢は限られると見るのが合理的だろう。これは、混乱するシリアの内政事情が諸外国に拡散しな

いという意味では既に出来て上がっていた封じ込め戦略を継承するシナリオだ。米国の国益に結び付か

ない事には関与しない「米国第一」シナリオと言い換えてもよいだろう。 

世界経済への影響では原油価格が重要だ。言うまでもなくそのシナリオは政治シナリオに依存する。 

 

（２）朝鮮半島 

 米国の国是は自国の防衛だ。その意味で北朝鮮が国際社会を無視して進めた大陸弾道弾(ICBM)や核開

発は、トランプ政権にとって超えさせてはならない一線（レッドライン）に近づきつつある。 

報道によると 4/6-7 の米中首脳会談では、北朝鮮の非核化、それが無理なら北朝鮮の体制転覆に向け

た斬首計画、が議題となった。これから中国による制裁強化など軍事衝突回避に向けた動きが加速する
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と見込まれるが、その動きが実を結ぶか結ばないか、両方のシナリオを想定する必要がある。 

北朝鮮では４月下旬にかけて、15 日の金日成生誕 105 周年の祭日、25 日の北朝鮮軍創設 85 周年、な

ど国威発揚の記念日が控えている。一方、米国は、南太平洋からは４月８日にビンラディンを殺害した

特殊部隊を載せた原子力空母カール・ビンソン（乗組員約 5000 人、艦載機 FA18 などが約 90 機）が駆

逐艦や巡洋艦を伴い、また米国からは 3 月 31 日にサンディエゴを出港した２隻のミサイル誘導（イー

ジスシステム）駆逐艦が、北朝鮮近海に向かっており、４月下旬には到着する見通しだ。 

現時点ではまだ威嚇行動の範囲にとどまってはいる。しかし、もしレッドラインを超えたら、米国は

軍事攻撃を含めあらゆる選択肢を排除しないと表明している。軍事行動の場合、米国は全面的な戦争で

はなく、特殊部隊による「斬首作戦」として独裁者一人を殺害する方針を示している。2013 年のパキス

タンでのアルカイダの首謀ビンラディン殺害と同じ手口だ。金正恩は近親者を含む相当数の側近を処刑

しており、人心は既に離反している可能性が高い。独裁者一人の斬首計画が成功すれば、北朝鮮軍が後

継者を立てて戦闘行為を継続する可能性は低いとみなしているのだろう。但し、意に反してもし戦闘が

長引けば、難民流出、暴発、などリスクの次元は変わる可能性はある。 

レッドラインを越えなくても、かつて北朝鮮は 38 度線近辺での地雷や離島へのミサイル発射などを

行った実績がある。こうしたマイナーな威嚇行為なら、これまでと同様に米軍が出撃する程のことでは

ないと見て良いだろう。むしろ逆に中国や韓国が仲裁に入ることで、北朝鮮の仲介役が処刑されて閉ざ

された交渉窓口が再開されるなど副次的効果が期待できる可能性はある。 

 

（３） 日本 

 北朝鮮は攻撃のターゲットは日本の在日米軍だと公言している。もし斬首計画の前、あるいはその後

の戦闘が長引けば、２月の日米首脳会談でトランプ大統領が「The USA stands behind Japan(米国は日

本とともにある)」と発言した日米安保の集団的自衛権が試される局面を想定しておく必要があるだろ

う。軍事衝突となれば難民についても相当数が日本に流れ着く可能性が高い。また、最近は自公連立政

権の運営がスムーズでない場面が目立つが、日本の政界再編にまで発展する可能性さえあるだろう。 

安倍総理は今月 27 日に訪露して日露首脳会談を実施する予定だ。主たる議題は昨年 12 月の山口での

安倍プーチン会談で方向づけしたサハリンの共同経済開発の詳細のはずだった。しかし、往々にして政

治関係で波風が立てば経済関係も上手くいかなくなる。今回は難しい日露首脳会談になるリスクが高い。 

４月 18 日からは初の日米経済対話が開始される。日本は米国から輸入拡大を迫られるか可能性が高

いと見られているが、高高度ミサイル防衛システム、イージズ艦など防衛関連なら国民の支持を得やす

いと見る向きは多い。 

 

最後となるが、意思決定は執行されてこそ初めて意味を持つ。執行に向けコンティンジェンシー計画

を再確認する作業は、フィデューシャリー・デューティーとして当然の責務だろう。 

以上 
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